
近年の集中豪雨被害の頻発、2004年新潟県中越地方の内陸活断層地震発生、そして今スマトラ沖地震では未

曾有の犠牲者を出した。さらに今後、東海地震や宮城沖地震等の切迫性など発生しそうな自然災害への対応に

ついては、技術士の社会貢献の観点を含めて関心を持つところである。本書の構成は、技術者が知っておくべ

き自然災害や防災に関する基礎知識に重点をおかれ、技術士として技術知識をより深めることへの一助となる

書であろう。特に、北海道支部からは、松井義孝技術士が編集・執筆を担当され、さらに城戸寛、金田安弘、

正岡久明技術士等も共著され関心の多いところである。

（編集委員 於本嘉 記)

すべての技術者の必須知識― 減災と技術

「この教本は、大震災の問いかけに応えるとともに

大震災の教訓を活かすために編纂されたものである

が、決してこの編纂が最終目的ではない。この教本

を活用して、技術者としての減災への社会的責任を

果たすこと、その結果として次の被害が軽減される

ことこそが、最終目的である。この教本が活かされ

てこそ、意味を持つのである。この教本と日本技術

士会を媒介として、技術者の減災に向けた社会活動

が大きく花開くことを願ってやまない。」

― 監修 室崎 益輝氏の序文より―
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